
※１　暫定ケアプランの取扱いを行うにあたってはサービス利用前に旨の届を大阪市に必ず提出しておくことが前提となります。
※２　サービス利用があったにもかかわらず、そのサービス利用月と同月に旨の届が提出されていなければ居宅介護支援費及び介護予防支援費または介護予防ケアマネジメント費は請求
　　　 できません。
※３　上記のケースで旨の届を月を跨いでの遡りが必要になった場合は、認定結果がわかり次第速やかに旨の届を提出してください。連絡がなく遅延があった場合は遡りを認めません。
　　　　（原則、旨の届が提出された同月の1日までしか遡りは行いません。）

（２）要支援認定者が新規申請（区分変更申請）を行った場合のケアプランの流れ

認定の見込 計画作成依頼届出 認定審査結果

要介護新規申請

要介護１以上の結果
が見込める被保険者

区分変更

要支援２の結果が
見込める被保険者

（居支が給付管理予定）

居宅介護支援のプランを作成
し、サービス利用前までに、
居支の旨の届を提出

※暫定で旨の届の提出が必要

（予支または包括が給付管理予
定）

以前より旨の届を提出している
包括または予支が、介護予防支
援または介護予防ケアマネジメ
ントのプランを作成

※旨の届の提出不要

要介護１以上 ・居支が給付管理を行う。

要支援１
または２

・事前提出した居支に予支の指定が有り、介護予防支援のプラ
ンによるサービス提供が可能であれば、事前提出日に遡った予
支の旨の届（指定通知書の写しを添付）を速やかに提出し、給

付管理を行う。
・事前提出した居支に予支の指定が無い場合や、総合事業サー

ビスのみの利用となった場合は、事前提出日に遡った自己作成

の旨の届を速やかに提出し給付管理を行う。
ただし、事前に包括に情報共有等を行っており、包括が当該

居支を事前提出日から一部委託事業所として認めた場合は、事

前申請日に遡った包括の旨の届（一部委託証等の写しを添付）
を速やかに提出し、介護予防ケアマネジメントとして給付管理
を行う。

要支援１

要支援２
（以前から包括が

旨の届を提出）

・区分変更に至らないので対応不要。

・予支が給付管理を行う。
しかし、総合事業サービスのみの利用となった場合、予支は

介護予防ケアマネジメントができないので、事前提出日に遡っ
た自己作成の旨の届を速やかに提出し給付管理を行う。
ただし、事前に包括に情報共有等を行っており、包括が当該

居支を事前提出日から一部委託事業所として認めた場合は、事
前申請日に遡った包括の旨の届（一部委託証等の写しを添付）
を速やかに提出し、介護予防ケアマネジメントとして給付管理
を行う。

要

支

援

１

ま

た

は

２

の

被

保

険

者

※ 包括 …各区地域包括支援センター

居支 …居宅介護支援事業者
旨の届…居宅サービス計画作成依頼届
予支 …介護予防支援の指定を受けた居宅介護支援事業者
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要介護１以上 ・認定申請却下となるため対応不要。

要支援２
（以前から予支が

旨の届を提出）

・包括が介護予防支援または介護予防ケアマネジメントとし
て給付管理を行う。


